
 

 

 

 

 

 

 

 

戦争法案２６日審議入り強行許さない！ 
全国の地域･職場･草の根から、抗議の集中を 
 
 アメリカが引き起こす戦争にいつでも、どこでも、切れ目なく自衛隊が参加・参戦・軍事支援す

ることが可能となる戦争法案が衆議院で審議入りとなります。 

26日審議入り 
５月 26 日（火）の本会議で、先に閣議決定され国会に提出されていた戦争法案（「平和安全法

制整備法案」〔我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するための自衛隊法等の一部を改正

する法律案〕、「国際平和支援法案」〔国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国の軍

隊等に対する協力支援活動等に関する法律案〕）の趣旨説明がおこなわれ、「我が国及び国際社会の

平和安全法制に関する特別委員会（「安保法制特別委員会」）」への付託が強行されます。 

共同の前進と各界・各層、全国草の根の怒りの声、急速な宣伝・対話活動 
戦後の憲法９条にもとづく平和の秩序を根底から崩し、日本を戦争する国にする安倍政権の暴走

に全国各地、職場、草の根から抗議・怒りの声がわきおこっています。 

5・3 憲法集会の大成功のうえに、「戦争させない・9 条壊すな！総がかり行動実行委員会」は、

「戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター」、「解釈で憲法 9 条を壊すな！実

行委員会」、「戦争をさせない 1000 人委員会」とともに 5・3 集会実行委員会に参加した諸団体

がともに行動しようと発展しています。 

労働組合、平和・市民・民主団体、法曹界、学者・文化人、宗教界、マスコミ、女性、青年など

が次つぎと反対の声をあげています。報道によれば、日本共産党は、５月 14 日から 17 日の 4 日

間に全国 2 万 4000 ヵ所でのいっせい宣伝行動をおこない注目を浴びています。 

世論調査も顕著な変化 
5 月 19 日の「朝日」が報じた世論調査では、派兵恒久法に賛成 30％、反対 54％、「後方支援」

ができるようにすることには賛成 29％、反対 53％、今国会での成立に賛成 23％、反対 60％と、

目に見える変化を示しています。 

 

26日「戦争法案審議入りに抗議する 5.26国会前緊急行動」、全国でも 
 総がかり行動実行委員会は、審議入りが強行される 5 月 26 日 12 時～13 時、衆議院第二議員

会館前で「戦争法案審議入りに抗議する 5.26 国会前緊急行動」を取り組みます。参加を呼びかけ

ます。全国でもさまざまな行動が展開されます。 

 

憲法会議 署名用紙、特別委員会名簿を作成・拡散 
 憲法会議は、署名用紙「アメリカの戦争に日本を参加させる『戦争法案』に反対します」を作成

しました。また、「安保法制特別委員会」の委員 45 人全員の名簿（選挙区、議員会館事務所の部

屋番号、電話・ファックス番号、地元事務所の住所、同電話・ファックスなどを記載）を整えまし

た。草の根での活用が期待されます。（今号に添付、ホームページにアップ） 

 

 

 

２０１５年５月２４日（日） 

  第４６１号 本号３㌻ 
（署名用紙、特別委員会委員名簿含む） 


